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鹿 部 町 い じ め 防 止 基 本 方 針 

 

はじめに 

 

いじめは、いじめを受けた子どもの教育を受ける権利を侵害し、心身の健全な成長及び

人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、生命又は身体に重大な影響を生じさせるお

それがあり、決して許されるものではありません。 

いじめは全ての子どもに関係する問題であり、いじめの芽はどの子どもにも生じ得ると

いうことを十分に認識する必要があります。 

国は、いじめの防止等の対策を総合的かつ効果的に推進することを目的に、平成２５年

６月に「いじめ防止対策推進法」（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）を制

定し、同年１０月に「いじめの防止等のための基本的な方針」を策定しました。 

また、北海道は、平成２６年４月に「北海道いじめの防止等に関する条例」を施行する

とともに、平成３０年２月に改定した「北海道いじめ防止基本方針」を踏まえ、平成３１

年２月に「北海道いじめの防止等に向けた取組プラン」を策定しました。 

鹿部町は、これら法令や国及び北海道の方針を踏まえ、町、教育委員会、学校、保護

者、地域住民及び関係機関等が相互に連携協力し、いじめの根絶に向けた取組を一体とな

って進めるとともに、法第１２号の規定に基づき、いじめの防止等（いじめの防止、いじ

めの早期発見及びいじめへの対処をいう。以下同じ）のための対策を総合的かつ効果的に

推進するため、これまでの「鹿部町いじめ防止基本方針」（以下「町基本方針」とい

う。）を改定しました。 

  

Ⅰ いじめの防止等の対策の基本的な方向に関する事項 

 

１ いじめの防止等の対策に関する基本理念  

かけがえのない存在である子ども一人一人が、元気で明るく学び、健やかに成長して

いくことができるよう、次のとおり基本理念を定め、いじめの防止等に向けた取組を進

める。 

(１) いじめの防止等の対策は、いじめが全ての子どもに関係する問題であることに鑑

み、いじめの芽はどの子どもにも生じ得るという緊張感をもち、子どもが安心し

て学習その他活動に取り組むことができるよう、学校の内外を問わずいじめが行

われなくなるようにすることを旨として行わなければならない。 

 

(２) いじめの防止等の対策は、全ての子どもがいじめを行わず、及びその他の子ども
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に対して行われるいじめを認識しながらこれを放置することがないようにするた

め、いじめが子どもの心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する子どもの理

解を深めることを旨として行わなければならない。 

 

(３) いじめの防止等の対策は、いじめを受けた子どもの生命及び心身を保護すること

が特に重要であることを認識しつつ、町、教育委員会、学校、保護者、地域住民及

び関係機関等の連携の下、いじめの問題を克服することを目指して行わなければな

らない。 

 

２ いじめに対する定義及び理解等 

  いじめに対する定義及び理解等は、次のとおりとする。 

(１) いじめの定義  

「いじめ」とは、「子どもに対して、当該子どもが在籍する学校に在籍している 

等当該子どもと一定の人間関係にある他の子どもが行う心理的又は物理的な影響を

与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為

の対象となった子どもが心身の苦痛を感じているもの」をいう。 

 

(２) いじめの理解 

① いじめを受けた子どもの中には、「いじめを受けたことを認めたくない」「保

護者に心配をかけたくない」などの理由でいじめを否定することが考えられるこ

とから、いじめに当たるか否かの判断は、表面的・形式的にすることなく、いじ

められた子どもの立場に立ち対応する。 

② インターネットを通じたいじめなど、本人が気付いていない中で誹謗中傷が行

われ、本人がそのことを知らずに心身の苦痛を感じていない場合でもいじめと同

様に対応する。 

③ 子どもの善意に基づく行為であっても、意図せず相手側に心身の苦痛を感じさ

せてしまい、いじめにつながる場合もあることや、周囲の子どもが加害側に巻き

込まれること、被害・加害の関係が短期間で入れ替わることなども踏まえ対応す

る。 

④ 「けんか」や「ふざけあい」を軽く考えることで、いじめを見逃してしまうこ

とも少なくない。些細に見える行為の裏にある、心理的な被害を見逃さない姿勢

で対応する。 

⑤ 子どもが多様性を認め互いに支え合いながら、健やかに成長できる環境の形成

を図る観点から、特に配慮が必要な子どもについては、特性を踏まえた適切な支
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援を行うとともに保護者との連携、子どもに対する必要な指導を組織的に行う。 

 

(３) いじめの内容 

具体的ないじめの態様としては、次のようなものがあります。 

① 冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる。 

 ② 仲間はずれ、集団による無視をされる。 

 ③ 軽くぶつかられたり、遊ぶ振りをして叩かれたり、蹴られたりする。 

 ④ ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする。 

 ⑤ 金品をたかられる。 

 ⑥ 金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする。 

 ⑦ 嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする。 

 ⑧ パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷等の嫌なことをされる。 など 

  

３ いじめの防止等に関する基本的な考え方 

いじめの防止等に関する基本的な考え方は、次のとおりとする。 

(１) いじめの防止 

いじめは、どの子どもにも、どの学校でも起こり得ることを踏まえ、より根本的な

いじめの問題克服のためには、全ての子どもを対象としたいじめの未然防止の観点が

重要であり、いじめを生まない土壌をつくるために、関係者が一体となった継続的な

取組が必要である。 

このため、学校の教育活動全体を通じ、全ての子どもに「いじめは決して許されな

い」ことの理解を促し、子どもの豊かな情操や道徳心、自分の存在と他人の存在を等

しく認め、お互いの人格を尊重し合える態度など、心の通う人間関係を構築する能力

の素地を養うことが重要である。 

  

(２) いじめの早期発見 

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提であり、全ての大人が連携し、

子どものささいな変化に気付く力を高めることが必要である。このため、いじめは大

人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、ささいな兆候であって

も、いじめではないかとの疑いを持って、早い段階から的確に関わりを持ち、いじめ

を隠したり軽視したりすることなく積極的にいじめを認知することが重要である。 

 

 (３) いじめへの対処 

いじめがあることが確認された場合は、直ちに関係する子どもの安全を確保する。
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また、特定の教職員で抱え込まず、速やかに組織で対応する。その後、加害、被害子

どもの話を真摯に聴取、傾聴し、教育的な視点に立って、問題の原因を探り、解決を

図る。 

このため、教職員は平素より、いじめを把握した場合の対処の在り方について、理

解を深めておくことが必要であり、また、学校における組織的な対応を可能とするよ

うな体制整備が必要である。 

 

 (４) 学校、家庭、地域及び関係機関等の連携 

地域全体で子どもを見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭と

の連携が必要である。また、いじめの問題について、ＰＴＡや地域の関係団体等と連

携した対策を推進することが必要である。 

いじめの問題への対応においては、必要な教育上の指導を行っているにもかかわら

ず、その指導により十分な効果を上げることが困難な場合などには、関係機関等(所轄

警察署、児童相談所等)との適切な連携が必要であり、日常から、学校や教育委員会

は、関係機関等の担当者との情報交換や連絡会議の開催など、情報共有体制を構築し

ておくことが必要である。 

 

Ⅱ いじめの防止等のための対策の内容に関する事項 

 

１ いじめの防止のために町が実施すべき施策 

  いじめの防止のために町が実施すべき施策は次のとおりとする。 

(１) いじめ防止基本方針の策定、点検、見直し 

町は、法第12条の規定に基づき、いじめの防止等の対策を総合的かつ効果的に推進

するため、「町基本方針」を策定し、公表するとともに、より実効性の高い取組を実

施するため、定期的に点検し、必要に応じて内容の見直しを行う。 

 

(２) 鹿部町いじめ対策委員会の設置 

   いじめの防止等の対策の効果的な推進を図るため、教育委員会に「鹿部町いじめ対

策委員会」を設置する。 

 

(３) いじめの防止のための方策 

  ① 子どもの豊かな情操と道徳心を培い、心の通う人間関係を構築する能力を養うこ

とが、いじめの防止に資することを踏まえ、「特別の教科 道徳」をはじめ、全て

の教育活動を通じて道徳教育や体験活動などを充実させる。 
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② 学校の教育活動全体を通じて望ましい人間関係を構築する能力やコミュニケーショ 

ン能力の育成を図る取組を充実する。 

③ 学校の教育活動全体を通じ、性暴力防止に向け、子どもが性犯罪・性暴力の加害者

にも被害者にも傍観者にもならないよう「生命（いのち）の安全教育」を推進す

る。 

④ 学校で行われる学級会、児童・生徒会などにおいて、子ども同士がいじめを自分の

こととして捉え、考え、議論することにより、いじめに正面から向き合えるよう、

子どもたちがいじめ防止に取り組む活動に対する支援を行う。 

⑤ 設置する学校で行われる学校の子どもや保護者、教職員に対して、いじめ防止に関

する理解を深めるための啓発及び研修を行う。 

⑥ 「性的マイノリティ」や「多様な背景をもつ子ども」など、特に配慮が必要な子ど

もについては、プライバシーに十分配慮した適切な支援を行うとともに、保護者と

の連携、周囲の子どもに対する必要な指導を組織的に行う。 

⑦ いじめの未然防止に向け、幼児期の教育においても、発達段階に応じ、他の幼児と

関わる中で相手を尊重する気持ちを持って行動できるよう、取組を推進する。ま

た、未然防止に係る取組を推進する。 

 

(４) いじめを早期に発見するための方策 

  ① 子ども、保護者及び教職員がいじめに関する相談を効果的に行うことができるよう 

に、いじめの早期発見や被害者の心のケアに努める相談体制を整備し、その体制に

ついて、学校訪問等により積極的に周知する。 

② 各学校が実施する子ども及びその保護者に対する定期的な「いじめに関するアンケ

ート調査」の取りまとめを行い、状況の把握に努める。 

 

 (５) いじめに対処するための方策 

① 学校からいじめの報告を受けた場合、必要に応じ、教育委員会職員を学校に派遣 

し、学校と教育委員会の連携の下、指導助言や調査等を行う。 

② いじめを受けた子どもを含む全ての子どもが安心して教育を受けられるようにする 

ために、必要と認める場合は、いじめを行った子どもの別室での学習や学校教育法

に基づく出席停止制度の活用などにより対処する。 

 

(６) 地域、家庭及び関係機関等との連携 

① ＰＴＡや地域と学校関係者が、いじめの問題について協議する機会を設けるなど、 

いじめ問題について学校と地域、家庭とが連携した対策を推進する。 
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② 日頃から学校内外で子どもと多くの大人が接するような取組を推進する。 

③ 所轄警察署や児童層相談所等の関係機関等と情報共有連携体制を構築し、子ども 

のいじめ等問題行動への対応を図る。 

 

(７) 教職員の資質能力の向上 

教職員全員がいじめに対して正しく理解し、適切に対応できる専門性を高めるた

め、いじめの防止等の対策に関する研修等への参加を促進する。 

 

(８) 啓発活動 

いじめが子どもの心身に及ぼす影響、いじめを防止することの重要性、いじめに関

する相談制度及び救済制度の具体的内容等について、子ども、保護者及び教職員に対

し啓発活動を行う。 

    

２ いじめの防止のために学校が実施すべき施策 

  いじめの防止のために学校が実施すべき施策は、次のとおりとする。 

(１) 学校いじめ防止基本方針の策定 

学校は、国の基本方針、町基本方針を参考にして、自らの学校として、どのように

いじめの防止等の取組を行うかについての基本的な方向や取組の内容等を「学校いじ

め防止基本方針」として定めるものとする。 

①  「いじめ防止基本方針」には、いじめの防止、早期発見・事案対処の在り方、教

育相談体制、生徒指導体制、校内研修などいじめ防止全体に係る内容を盛り込む。 

② 学校「いじめ防止基本方針」に基づく取組の実施状況を学校評価の評価項目に位置

付ける。 

③ 作成した「いじめ防止基本方針」は、学校のホームページへの掲載や、学校だより

等への記載、その他の方法により、子どもや保護者、地域住民が内容を容易に確認

できるよう措置を講じる。 

 

(２) 学校に設置する組織等 

学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を組織的かつ実効的に行う

ため、いじめの防止等の対策のための「学校いじめ対策組織」（名称は各校にて定め

る）を設置する。 

 

(３) いじめの防止 

いじめの芽はどの子どもにも生じ得ることを踏まえ、全ての子どもを対象に、学校
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全体でいじめに向かわせないための未然防止の取組として、子ども同士が主体的にい

じめの問題について考え、議論するなどのいじめの防止に資する活動に取り組む。 

また、学校は、子どもの心の通じ合うコミュニケーション能力を育み、規律正しい

態度で授業や行事に主体的に参加、活躍できるような授業づくりや集団づくりを行

う。加えて、集団の一員としての自覚や自信を育むことにより、互いを認め合える人

間関係及び学級、学校風土をつくる。 

教職員においても、子どもを傷つけたり、他の子どもによるいじめを助長したりす

ることのないよう、指導の在り方に細心の注意を払う。 

特に配慮が必要な子どもについては、日常的に、当該子どもの特性を踏まえた適切

な支援を行うとともに、保護者との連携、周囲の子どもに対する必要な指導を組織的

に行う。 

 

 (４) 早期発見 

学校は、いじめは大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多いことを

認識し、ささいな兆候であっても、いじめとの関連を常に考慮して、早い段階から複

数の教職員で的確に関わりを持ち、いじめを隠蔽、看過、軽視することなく、いじめ

を積極的に認知する。 

また、学校は、日頃から子どもとの触れ合いや子どもと教職員との信頼関係の構築

に努め、子どもへの定期的なアンケート調査や個人面談の実施等により、子どもがい

じめを訴えやすい環境を整え、いじめの実態把握に取組む。 

 

(５) いじめへの組織的対処 

学校は、いじめの発見・通報を受けた場合には、特定の教職員で抱え込まず、速や

かに組織的に対応し、いじめを受けた子どもを守り通すとともに、いじめを行った子

どもに対しては、教育的配慮のもと、毅然とした態度で指導する。これらの対応につ

いて、教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関等との連携の下で取り組む。 

 

(６) いじめの解消 

いじめは単に、謝罪をもって安易に解消することはできない。いじめが解消してい

る状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要がある。 

① 被害子どもに対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通 

じ行われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この

相当の期間とは、少なくとも３か月を目安とする。 

② いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害子ども
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が、いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。心身の苦

痛を感じていないかどうかを面談等により確認する。 

 

Ⅲ 重大事態への対処の方策 

 

１ 重大事態の意味 

重大事態とは、法第２８条の規定に基づき、次の場合をいう。 

(１) いじめにより当該学校に在籍する子どもの生命、心身又は財産に重大な被害が生

じた疑いがあると認めるとき。 

 

(２) いじめにより当該学校に在籍する子どもが相当の期間学校を欠席することを余儀

なくされている疑いがあると認めるとき。 

 

※ (１)の「生命、心身又は財産に重大な被害」については、いじめを受ける子ども

の状況に着目して判断し、たとえば、自殺や重大な傷害、金品等の重大な被害、

精神性の疾患を発症した場合などが想定される。 

※ (２)の「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間３０日を目安と

するが、子どもが一定期間、連続して欠席しているような場合には、上記目安に

かかわらず、迅速に対応する。 

 

２ 教育委員会又は学校による調査 

教育委員会又は学校による調査は、次のとおりとする。 

(１) 重大事態の報告 

重大事態が発生した場合、学校は教育委員会に報告し、教育委員会から町長に事態

発生について報告する。 

 

(２) 調査主体 

学校は重大事態が発生した場合には、直ちに教育委員会に報告し、教育委員会は、

その事案の調査を行う主体やどのような調査組織とするかについて判断する。教育委

員会が調査の主体となるのは、学校主体の調査では重大事態への対処及び同種の事態

の発生の防止に必ずしも十分な結果が得られないと教育委員会が判断する場合や、学

校の教育活動に支障が生じるおそれがあるような場合とする。学校が調査主体となる

場合は、教育委員会は調査を実施する学校に対して必要な指導や支援を行う。 
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(３) 調査を行う組織 

教育委員会又は学校は、その事案が重大事態であると判断したときには、速やかに

調査組織を設ける。教育委員会が調査を行う組織には、子どもの心理等の知識を有す

る専門家などの協力を得られるよう努める。 

 

(４) 事実関係を明確にするための調査の実施 

重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（から）、誰から、どのような態

様であったか、いじめを生んだ背景事情や子どもの人間関係、教職員の対応方法など

事実関係を、可能な限り網羅的に確認する。この際、因果関係の特定を必要以上に急

がず、客観的な事実関係を速やかに調査する。 

① いじめを受けた子どもからの聴き取りが可能な場合の対応 

いじめを受けた子どもの話を丁寧に聴き取るとともに、在籍する子どもや教職員

を含めた関係者から、いじめ事案の十分な聴き取り調査、質問紙調査など行い事

実関係を明確にする。この際、個別事案が広く明らかになり、被害を受けた子ど

も及び情報提供者などに被害が及ばないように十分に配慮する。また、いじめを

受けた子どもには継続的に学校生活を支援できる体制を整える。 

    

② いじめを受けた子どもからの聴き取りが困難な場合の対応 

いじめを受けた子どもの何らかの事情により、子どもからの聴き取りが困難な場

合は、当該子どもの保護者の要望、意見を十分に聴取し、迅速に今後の調査手法

等について協議し、適切な方法で調査等を実施する。 

 

(５) 心のケア、情報発信 

教育委員会又は学校は、子どもや保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り

戻すための支援に努めるとともに、予断のない一貫した情報発信、個人のプライバシ

ーへの配慮に留意する。 

 

(６) いじめを受けた子ども及びその保護者に対する情報を適切に提供する責任 

教育委員会又は学校は、いじめを受けた子どもやその保護者に対して、調査により

明らかになった事実関係について、適時適切な方法で情報を提供するとともに、必要

に応じて経過報告をする。 

 

 (７) 町長への報告 

調査結果は、町長に報告する。（６）の説明の結果を踏まえて、いじめを受けた子
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ども又はその保護者が希望する場合には、いじめを受けた子ども又はその保護者の所

見をまとめた文書の提出を受け、調査結果の報告に添えて町長に送付する。 

 

３ 調査結果の報告を受けた町長による再調査及び措置 

調査結果の報告を受けた町長による再調査及び措置は、次のとおりとする。 

(１) 再調査 

報告を受けた町長は、当該報告に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の

事態の発生の防止のため必要があると認めるときは、調査組織を設置する等して再調

査を行う。再調査についても、教育委員会又は学校による調査同様、再調査の主体

は、いじめを受けた子ども及びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任があ

るものと認識し、適時適切な方法で、調査の進捗状況等及び調査結果を説明する。 

 

(２) 再調査の結果を踏まえた措置等 

町長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限と責任において当該調

査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のために必要

な措置を講ずる。 

町長は、小、中学校について再調査を行ったときは、その結果を議会に報告する。

議会へ報告する内容については、個人のプライバシーに対して必要な配慮を行うもの

とする。 

 

４ いじめの防止等の対策についての重要事項「見直しと検討」 

鹿部町いじめ防止基本方針の策定後においても、国・道の動向や社会情勢を勘案し

て、当該いじめ防止基本方針の見直しを検討し、必要があると認めるときは、その結果

に基づいて必要な措置を講じるものとする。 

また、小、中学校における学校いじめ防止基本方針について、策定状況を確認し、い

じめの防止等のための取組に対して必要な指導助言を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 


